特定入所者介護(介護予防)サービス費
　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年８月１日改正

介護保険施設を利用する場合、食費・居住費(短期入所サービスの場合は滞在費。以下「居住費等」といいます。)の費用の自己負担額をその方の所得等に応じて減額する制度があります。
　　　対象となる方（下表）は、市の窓口に申請して「介護保険負担限度額認定証」の交付を
受け、それを施設に提示することで、自己負担額の減額を受けることができます。
その自己負担の限度額は、本人の所得や世帯の課税状況などにより段階的に決められており（下表）、負担限度額を超える費用は、特定入所者介護(介護予防)サービス費として市から施設に直接支払われます。
　　　 ただし、利用者負担段階が第４段階の方については、適用されません。
また、次の①②のいずれかに該当する場合は、非課税世帯であっても給付の対象になりません。

1 別世帯の配偶者が市民税課税者である場合

2 預貯金等が一定額（厚生労働省令で定める額※）を超える場合
※第２段階　　預貯金等の合計額が650万円（夫婦は、1,650万円）以下
　　第３段階①　預貯金等の合計額が550万円（夫婦は、1,550万円）以下
　　第３段階②　預貯金等の合計額が500万円（夫婦は、1,500万円）以下

特定入所者介護(介護予防）サービス費の金額は、施設を利用する際にかかる食費、居住
　　費等の平均的な費用額（＝基準費用額）から負担限度額を引いた額です。

〔特定入所者介護(介護予防)サービス費〕＝〔基準費用額〕－〔負担限度額〕
＊利用者段階別の食費・居住費等の負担限度額と基準費用額（１日当たり）
＊短期入所サービス（ショートステイ）を利用した場合、食費の負担限度額は（　）内の金額。
	利用者
負担

段階
	対象者
	食費
	居 住 費 等

	
	
	
	ﾕﾆｯﾄ型

個室
	ﾕﾆｯﾄ型

個室的　多床室
	従来型個室
	多床室

	
	
	
	
	
	老健・

療養型等
	特養等
	老健・

療養型等
	特養等

	第１

段階
	・老齢福祉年金受給者で、

市民税非課税世帯の人

・生活保護受給者

	300円
	820円
	490円
	490円
	320円
	0円

	0円

	第２

段階
	・市民税非課税世帯で、

合計所得金額（公的年金等に係る雑所得を除く。）と年金収入額※注１の合計が年間80万円以下の人

	390円
（600円）
	820円
	490円
	490円
	420円
	370円
	370円

	第３

段階
①

	・市民税非課税世帯で、

合計所得金額（公的年金等に係る雑所得を除く。）と年金収入額※注１の合計が年間80万円超120万円以下の人
	650円（1,000円）
	1,310円
	1,310円
	1,310円
	820円
	370円
	370円

	第３
段階　　②
	・市民税非課税世帯で、

合計所得金額（公的年金等に係る雑所得を除く。）と年金収入額※注１の合計が年間120万円超の人
	1,360円（1,300円）
	1,310円
	1,310円
	1,310円
	820円
	370円
	370円

	第４段階
	上記以外の方
	負担限度額なし
	負担限度額なし

	基準費用額
	1,445円
	2,006円
	1,668円
	1,668円
	1,171円
	377円
	855円


	※ 老健＝介護老人保健施設、療養型等＝介護療養型医療施設・介護医療院　特養＝介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）


※注１ 年金収入額には、非課税年金収入額（障害年金と遺族年金）も含めます。

市民税課税層に対する居住費・食費の特例減額措置（特例減額措置用収入申告）
 市民税課税世帯の方は、「特定入所者介護サービス費」の支給対象となりませんが、食費・居住費を負担した結果、在宅で生活される配偶者等が生計困難に陥らないよう、「特定入所者介護サービス費」を支給します。
特例減額措置を受けられるのは、次の全ての要件を満たしている方です。
　　　　※世帯には、別世帯の配偶者を含みます。

　　　　※施設入所に当たり世帯分離する場合でも、分離前の世帯に属するものとみなします。
１　世帯の構成員が二人以上であること。
２　世帯員が、介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、利用者負担第4段階の食費、
居住費等を負担していること

３　世帯の年間収入から施設の利用者負担（定率負担、食費、居住費等の年額合計）の見込

　 　額を除いた額が８０万円以下となること

４　世帯の預貯金等の額が４５０万円以下であること

５　日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
６　介護保険料を滞納していないこと

